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株主の皆さまへ

株主の皆さまにおかれましては、ますますご清栄の

こととお喜び申しあげます。

２００２年度の営業のご報告にあたり、平素のご支援に

対し心から厚くお礼申しあげます。

２００２年度は、事業構造改革をさらに徹底し、コアと

なる事業の収益力を強化することを通じて業績のＶ字

型回復を果たすこと、そして、経営の軸足を将来の成

長に置くための確固たる土台を築くことを大きな課題

として、グループが一丸となり取り組んでまいりまし

た。

事業構造改革では、住宅新築事業、塩化ビニル管事

業の収益体質の強化とＩＴ・車輛材料といった成長性の

高い事業に重点をおくとともに、不採算事業の抜本的

な改革に取り組みました。

一方、将来の成長に必要な事業、グローバルに戦え

る事業を構築するための施策を積極的にすすめた年で

もありました。住宅では、需要の高まるリフォームを

中心とする住環境事業への取り組みをすすめ、環境・

ライフライン、高機能プラスチックスでは、拡大する

中国・アジア市場への事業展開を一気に加速し、新た

な成長に向けた準備を整えてまいりました。

この結果、２００２年度の連結売上高は、積極的な事業

構造改革に伴う不採算事業の撤退などにより、前年度

を５．４％下回る７，９９７億円となりましたが、収益体質の

強化と成長事業の重点化により、連結営業利益は１４０億

円、連結経常利益は１６７億円、連結当期純利益は９２億円

となり、前年度の業績を大幅に改善することができま

した。

代表取締役社長

今後につきましても、不透明な経済環境が続くと予

想しております。積水化学グループでは、このような

厳しい状況においてこそ、３つのカンパニーが技術・

販売・組織など、それぞれの「際立つ」強みを磨きあ

げ、高収益企業への変革を果たすべきであると考え、

新たな中期経営ビジョン「GS２１‐Premium（プレミア

ム）６００」を策定しました。

初年度となる今年度は、主力事業の高収益化や不採

算事業の改革、中国市場を中心とする事業のグローバ

ル化の加速といった事業変革と、財務戦略、人事戦略、

技術・開発戦略のマネジメント変革を強力に推進し、

積水化学グループの新たな第一歩を踏み出したいと考

えています。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご

支援とご指導を賜りますようお願い申しあげます。

２００３年６月
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（第８１回定時株主総会招集ご通知添付書類）

２００２年度は、事業構造改革の徹底と新たな成長への

土台づくりの２点を重要な課題として、全社一丸とな

って取り組みをすすめてきました。

①事業構造改革の徹底

コア事業の収益力の強化、不採算事業の抜本的な改

革、アライアンス（提携）の推進といった構造改革の手

を緩めることなく実行しました。

住宅カンパニーでは「環境」を基軸に商品力・営業力

を強化するとともに、総人員の圧縮など固定費の削減

をはかり損益分岐点をさらに引き下げ、環境・ライフ

ラインカンパニーでは、三菱樹脂株式会社とのアライ

アンスにより、４月に塩化ビニル管および継手の生産

統括会社を設立、６月には中国にポリエチレンＥＦ継手

の生産合弁会社を設立し、収益体質の改善をはかりま

した。高機能プラスチックスカンパニーでは、技術力

と成長性をもとにした事業ポートフォリオにもとづき、

液晶用微粒子製品や高機能樹脂などのＩＴ分野、中間膜

事業などの車輌材料分野といった成長性の高い重点分

野に経営資源を集中し、大幅に利益を伸ばしました。

一方、不採算事業の改革についても計画どおり実施し

ました。

②新たな成長への土台づくり

将来の成長につながる事業、グローバルに戦える事

業を構築するための戦略を加速させ、経営の軸足を将

来の成長に移すことへの取り組みを積極的にすすめま

した。

営業報告書（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

グローバル戦略の柱は、巨大市場である中国市場へ

の積極的な事業展開です。本年度は高性能水道管材、

遮熱中間膜、発泡ポリオレフィンといった事業を次々

と中国に進出させ、グローバルなシェア拡大をさらに

追求する体制を整えました。

また、得意領域の製品に加え、新たな付加価値を生み

出す魅力的なソフトをお客様に提供する事業を積極的

に推進しました。当社の住宅に入居されているお客様

を対象にしたリフォームを中心とする住環境事業には

大幅に人員を増員し、大きな伸びを示しました。当社

独自の常圧プラズマの技術を活用した絶縁膜の成膜装

置や半導体後工程での洗浄装置などの開発も精力的に

すすめ、本年度はディスプレイ用ガラス基板の洗浄ユ

ニットの市場導入も開始しました。これらは、将来の成

長につながる重要な事業になるものと考えられます。

２００２年度の売上高につきましては、戸建て住宅や公

共投資の需要低迷などの影響を受け、前年度の実績を

９．５％下回る３，７０３億円となりました。しかしながら、

損益につきましては、ＩＴ分野など成長分野の拡大に加

え、固定費の削減、資産圧縮などの効果により、営業

利益は前年度から１０４億円の改善となる７９億円、経常利

益は前年度を６７億円上回る１０２億円、当期利益は前年度

から１７１億円の改善となる３８億円となり、それぞれ前年

度の実績を大幅に改善いたしました。

当期におけるカンパニー別の概況は、次のとおりです。

（１）営業の経過および成果

１．営業の概況
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ステムの家」の販売を開始するなど、新し

い試みも積極的に展開しました。

堅調な集合住宅市場に対しては、郊外

型テラスハウス「レトアテラス」を７月に

発売して競争力を高めるとともに、各販

売拠点における営業力強化をはかりまし

た。

この結果、受注については、厳しい市場

環境にもかかわらず、下半期の受注戸数

が上半期を上回るなど回復基調となり、

年間では、わずかな減少にとどめること

ができました。

一方、当社のお客様の住宅のリフォー

ムを中心とする住環境事業については、

大幅に人員を増員してリフォーム専任会

社「セキスイファミエス」の全国体制を整

えました。

２００２年度の売上高は、建替えを中心と

する戸建て住宅の着工が低迷したことな

どにより前年度を９．６％下回る１，６８１億円

となりましたが、総人員の圧縮など固定

費の削減による体質強化に努め、収益は

大幅に改善しました。

住宅カンパニーでは、「地球環境に優し

く、６０年以上安心して快適に住み続ける

ことのできる住まいの提供」を基本理念

として、太陽光発電システム搭載住宅や

高耐久外壁住宅、オール電化住宅の拡販

に注力しました。「進・デシオ」や「ハイ

ムBJ」など、建築費用だけでなく光熱費

や維持費用を含めたライフサイクルコス

トの低減をテーマにした新商品を次々と

発売し、商品競争力を高めました。

業界に先駆けて供給してきた太陽光発

電システム搭載住宅は、お客様から高い

評価をいただき、本年度末に当社の搭載

住宅が累積で２万棟を突破しました。ま

た、高気密・高断熱の躯体に大容量の太

陽光発電、オール電化システムや省エネ

型給湯機「エコキュート」を組み合わせ、

入居者の光熱費負担ゼロをねらった「光

熱費ゼロシステム」として結実させまし

た。さらに、以前お建ていただいた当社

の住宅を買い取り、工場で再生すること

により廃棄物を最小限に抑える「再築シ

住宅カンパニー

住宅カンパニーの
連結売上高／連結営業利益

（ご参考）

※セグメント間の内部売上高を含みます

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

営業利益売上高
（単位：億円）

４，６０６

△３３

４，１５８

△１７

３，９９９

５３

プレジデント

安田　友彦

太陽光発電システム搭載住宅 セキスイハイム「パルフェＪＸ」
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２００２年度は、新設住宅着工数の減少や

公共投資の抑制の影響に加え、製品価格

の下落により、売上高は１，００７億円と前年

度にくらべ７．２％減少しました。しかしな

がら、コアとなる塩化ビニル管事業の競

争力強化、不採算事業の改善、固定費の

削減などの事業構造改革を迅速にすすめ

た結果、収益は大きく改善されました。

コア事業の塩化ビニル管事業では、昨

年４月に三菱樹脂株式会社との共同出資

による生産統括会社を設立し、最適生産

体制の構築と輸送効率の向上をはかり、

６月には中国におけるポリエチレンＥＦ継

手の生産合弁会社を設立するなど、アラ

イアンスを強力に推進しました。また、原

料値上げに伴う製品価格の値上げを１１月

に実施するとともに、生産能力３万トンの

生産設備を廃棄することにより、需給バ

ランスの改善と収益体質の改善を徹底し

ました。

一方、成長分野や新事業には経営資源

を重点的に投入しました。需要が拡大し

つつある更生管事業では、老朽化した下

水道管を掘削せずに更生する「リブロック

下水更生管」や小口径管向け更生管「エス

ロンオメガライナー」の拡販に注力し、売

り上げを伸ばしました。また、成長する

中国市場への給水管事業進出の足がかり

として、青島市の現地企業と高性能水道

管材の製造・販売を行う合作会社を設立

しました。

このほか、低価格で施工性・品質を飛躍

的に向上させた建築設備用金属強化ポリ

エチレン管「スーパーエスロメタックス」

や、新しい合成木材によるエクステリア床

材などの新製品を市場に投入しました。

環境・ライフラインカンパニー

リブロック下水更生管「エスロンHIパイプ・ゴールド」

環境・ライフラインカンパニーの
連結売上高／連結営業利益

（ご参考）

※セグメント間の内部売上高を含みます

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

営業利益売上高
（単位：億円）

２，０４０

△２７

１，９４９

△３０

１，８９６

６

プレジデント

真鍋　豊男
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高機能プラスチックスカンパニー

高機能プラスチックスカンパニーでは、

"Chemistry for your Win"のコンセプト

のもと「化学の力で課題を解決するソリ

ューション事業の集合体」をめざしてい

ます。

２００２年度は、技術力と成長性をもとに

した事業ポートフォリオにより、ＩＴ・メ

ディカル・車輛材料・機能建材の４つの

事業分野を今後の収益の柱になる重点分

野と位置づけ、経営資源を集中し、事業

の拡大をはかりました。アジア・中国市

場を中心に海外戦略をさらに推進すると

ともに、新しいプロジェクトの事業化に

向けた取り組みも加速しました。

この結果、売上高は事業撤退の影響に

より前年度を１１．５％下回る１，００３億円に

とどまりましたが、液晶用微粒子製品や

高機能樹脂、合わせガラス用中間膜など

重点分野の拡大と事業構造改革の効果に

より、大きく利益を伸ばすことができまし

た。とくに、ＩＴ分野における液晶用微粒

子製品や高機能樹脂が好調に推移し、合

わせガラス用中間膜は、本年度より生産

を開始したタイ工場がフル稼動になるな

ど、アジア地域を中心とした需要拡大に

より販売を伸ばしました。また、機能材

料事業では欧米を中心に海外の販売を伸

ばし、メディカル事業では狭心症用テー

プ医薬が好調に推移しました。

海外事業では、機能材料事業が昨年

月に中国最大手の発泡ポリオレフィンメー

カーの経営権を取得しました。

中間膜を使用したフロントガラス 液晶ディスプレイ用「エスシーナ位相差フィルム」

高機能プラスチックスカンパニーの
連結売上高／連結営業利益

（ご参考）

※セグメント間の内部売上高を含みます

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

営業利益売上高
（単位：億円）

１，８９０

４５

１，８３４

４０

１，７２２

１０４

プレジデント

遠藤　　玄

１２



ざまな自然保護活動を支

援するとともに、社員の

環境意識を高めるための

活動として、独自の研修

「積水化学自然塾」を継続

して開催、全国の事業所

の社員に参加を呼びかけ、

約２５０名が参加していま

す。今後、全国各地の事業所において、社員が地域と一

体となった活動をすすめることをめざしています。

6

環境保全

当社は、「環境創造型企業」をめざし、環境問題への

取り組みを経営の重要課題のひとつと位置づけていま

す。２００２年度は、グループ全体で次の課題を積極的に

推進しました。

１．廃棄物ゼロエミッションとリサイクルへの取り組み

生産事業所と住宅の新築現場から出るすべての廃棄

物を再資源化するゼロエミッション活動に取り組みま

した。本年度は、グループのすべての生産事業所でゼ

ロエミッションを達成し、約４万５千トンの廃棄物を再

資源化しました。とくに、住宅の新築現場におけるゼロ

エミッションにも積極的に取り組み、全国の販売会社

３９社のうち、２２社がゼロエミッションを達成しました。

２．環境配慮型製品の発売

住宅カンパニーの「光熱費ゼロ住宅」をはじめ、４１品

種の製品を発売しました。

３．地球温暖化防止への取り組み

１９９８年度にくらべ、二酸化炭素排出量の約２万トン

削減、化学物質の大気等への排出量約２５０トン削減など

の成果をあげました。

４．自然保護活動

経団連自然保護基金を通じて、国内外におけるさま

森林ボランティア活動（山口県）

設備投資の状況につきましては、高機能プラスチッ

クスカンパニーを中心に、総額１０７億６千万円の投資を

実施しました。その主な内容は、高機能プラスチック

スカンパニーＯＳプロジェクトのＴＦＴカラー液晶ディ

スプレイ用位相差フィルム生産設備などであります。

（２）設備投資の状況

当期中には、増資および社債の発行による資金調達

は行っておりません。

（３）資金調達の状況

住 宅 カ ン パ ニ ー
環境・ライフラインカンパニー
高機能プラスチックスカンパニー
そ　　　　　　の　　　　　　他

合　　　計
（内　輸　出）

当　　期
（平成１４年４月～平成１５年３月）期　別

部　門　別

１６８，１２９
１００，７７５
１００，３５４
１，１１６

３７０，３７６
（２０，４６６）

４５．４％
２７．２
２７．１
０．３

１００．０
（５．５）

部門別売上高
（単位：百万円）

比　　率

前　　期
（平成１３年４月～平成１４年３月）

金　　額金 額
１８５，８９９
１０８，５９５
１１３，４３３
１，１２９

４０９，０５７
（１７，６３４）

４５．４％
２６．６
２７．７
０．３

１００．０
（４．３）

比　　率
△１７，７６９
△７，８１９
△１３，０７９

△１３
△３８，６８１
（２，８３２）

対前期比
較増減額

△９．６％
△７．２
△１１．５
△１．２
△９．５
（１６．１）

対前期比
較増減率
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るものにするとともに、木材の

再生利用、水資源の有効利用、

老朽管路の更生の３分野からな

る環境ソリューション事業の創

出・拡大と、成長性の高い中国

市場における事業モデルの構築

に努めます。

高機能プラスチックスカンパ

ニーでは、これまですすめてき

た重点分野の拡大に加え、液晶用微粒子製品、高機能

樹脂といったＩＴ関連事業の輸出の拡大、遮音機能を持

った合わせガラス用中間膜事業の拡大、機能材料事業

の世界シェア拡大を見込んでいます。さらに、新しい

収益の柱になると予想されるＴＦＴカラー液晶用の位相

差フィルムなどの新しいプロジェクトの事業化を積極

的に推進していきたいと考えています。

これらの事業変革を加速するためのマネジメントも

大きく変革します。キャッシュ・フロー経営を徹底す

るための財務戦略、挑戦し勝ちきる人材を創るための

人事戦略、「際立つ」技術を創造する技術・開発戦略を

追求します。さらに、ＣＳ、環境、コンプライアンス

の意識を徹底させ、広く社会から信頼される企業をめ

ざした経営体制を構築します。

当社は、社員一人ひとりが執念を持ってこれらの施

策を遂行し、中期経営ビジョン「GS２１-Premium６００」

のめざす「際立つ」「高収益」の企業に向けた、確かな一

歩を踏み出す年にしたいと考えています。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご

理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

今後につきましても、住宅需要や公共投資の減少な

ど、依然として厳しい市場環境が続くと思われます。

当社は、２００２年度の業績を踏まえた上で、積水化学グ

ループが新たなステージに移るためのすすむべき方向

性を示した中期経営ビジョン「GS２１-Premium（プレ

ミアム）６００」を策定しました。これは、当社の強みで

ある「環境」「先端技術（Chemistry）」といった領域をさ

らに際立たせ、３つのカンパニーが成長分野へ資源を

集中し、カンパニー、コーポレートが一丸となって高

収益体質を実現しようとするものです。

初年度となる２００３年度の事業変革における最重要課

題は次の３点です。

１．光熱費ゼロ住宅、ライフサイクルコストを追

求し、住宅受注を増大する。

２．環境・ライフラインカンパニーの事業構造改

革を徹底する。高収益を基準にした事業ポー

トフォリオ改革によりコア事業の強みを生か

し、環境ソリューション事業を拡大する。

３．海外市場への布石を打つ。中国市場を中心に

グローバル化をさらに加速する。

住宅カンパニーでは、「入居者の光熱費負担ゼロ」と

「ライフサイクルコストの低減」の考え方をさらに徹底

させ、戸建て住宅の受注を強化するとともに、集合住

宅の受注拡大と土地付き住宅への取り組みを強化しま

す。一方、リフォームを中心とする住環境事業は、大

幅に増員した人員の早期育成により、さらに大きく伸

ばします。

環境・ライフラインカンパニーでは、大胆な事業ポー

トフォリオ改革により、コア事業の収益力強化と不採

算事業の構造改革をさらにすすめ、収益基盤を確固た

（４）会社が対処すべき課題
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第７８期は、期前半の住宅需要の回復を背景に、前期

にくらべ０．６％の増収となり、経常利益は１００．２％増加し

ましたが、当期利益については、特別損失の計上によ

り４３．４％の減益となりました。

第７９期は、住宅関連の需要の伸び悩みと住宅営業部

門の販売会社化の影響などにより、前期にくらべ

％の減収となり、経常利益も８９．４％減少しました。当

期利益については、退職給付会計の導入に伴う積み立

て不足額の一括処理および構造改善費用などを特別損

失に計上したため､前期を大幅に下回りました。

第８０期は、住宅営業部門、浴室ユニット事業、家庭

用プラスチック用品事業などを分社した影響により、

前期にくらべ２２．６％の減収となりました。また、当期

利益が損失となった要因は、事業構造改革に伴う費用

や投資有価証券評価損を特別損失として計上したこと

によるものであります。

第８１期（当期）につきましては、前記（１）「営業の経過

および成果」に記載のとおりであります。

（注）１株当たり当期利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出し、１株当たり純資産は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式
総数および期末発行済株式総数については、前期より自己株式数を控除した株式数を用いています。

（５）営業成績および財産の状況の推移

売　　　上　　　高 （百万円）

経　　常　　利　　益 （百万円）

当　　期　　利　　益 （百万円）

１株当たり当期利益 （円）

総　　　資　　　産 （百万円）

純　　　資　　　産 （百万円）

１株当たり純資産 （円）

第７８期
（平成１１年度）

５９９，３４４
７，３６７
６０８
１．１０

５７９，９０１
３３３，８５３
６０４．８４

第７９期
（平成１２年度）

５２８，３５３
７８１

△３７，８２４
△ ６９．８７
５９７，７２８
２８３，５９１
５２５．６５

第８０期
（平成１３年度）

４０９，０５７
３，５６７

△１３，３４１
△ ２４．７７
５３８，５９５
２６７，１８２
４９６．２１

第８１期（当期）
（平成１４年度）

３７０，３７６
１０，２９５
３，８００
７．０６

５０８，０９０
２６６，９９１
４９６．８６

７８期
（平成１１年度）

７９期
（平成１２年度）

８０期
（平成１３年度）

８１期（当期）
（平成１４年度）

売上高／当期利益の推移 （単位：億円）

５，２８３

５，９９３

４，０９０

△３７８６ △１３３
３８

３，７０３

当期利益売上高

１１．８

区　　　分
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２．会社の概況 （平成１５年３月３１日現在）

（１）主要な事業内容

住 宅 カ ン パ ニ ー

環境・ライフラインカンパニー

高機能プラスチックスカンパニー

Ｒ＆Ｄ・テクノロジーセンター（NBO）

鉄骨系ユニット住宅「セキスイハイム」、木質系ユニット住宅「セキスイツーユー
ホーム」、介護・自立支援ルーム、宅地

塩化ビニルパイプ、ライニング鋼管、プラスチックバルブ、プラスチックマス、
管きょ更生材料および工法、ディスポーザー生ごみ処理システム、合成木材、
建材（雨とい、屋根材、デッキ材）、浄化槽、電気温水器

中間膜（自動車・建築の合わせガラス用）、接着剤、高機能樹脂、テープ（包装
用、工業用）、工業用精密部品、発泡ポリエチレン、プラスチックコンテナ、
マーキングフィルム、真空採血管、テープ医薬品、診断薬

防音床材、暖房防音床材、耐火テープ・シート、半導体製造装置

部　門　別 営　業　品　目

（２）営業所および工場等

住宅カンパニー 営業所 北海道・東北支店（仙台市）東京支店（東京都港区）関東支店（東京都港区）
中部支店（名古屋市）近畿支店（大阪市）中・四国支店（岡山市）
九州支店（福岡市）

研究所 住宅技術研究所（つくば市）

環境・ライフラインカンパニー 営業所 東北支店（仙台市）東京支店（東京都港区）中部支店（名古屋市）
近畿支店（大阪市）中・四国支店（広島市）九州支店（福岡市）

工　場 滋賀栗東工場（栗東市）群馬工場（群馬県佐波郡境町）東京工場（朝霞市）
新田工場（群馬県新田郡新田町）

研究所 京都研究所（京都市）

高機能プラスチックスカンパニー 営業所 東日本支店（東京都港区）中部支店（名古屋市）西日本支店（大阪市）
工　場 尼崎工場（尼崎市）武蔵工場（蓮田市）滋賀水口工場（滋賀県甲賀郡水口町）
研究所 水無瀬研究所（大阪府三島郡島本町）

コーポレート 本　社 大阪本社（大阪市北区西天満二丁目４番４号）
東京本社（東京都港区虎ノ門二丁目３番１７号）

研究所 先端技術研究所（つくば市）

（注）平成１５年４月１日、組織改正による組織名称の変更に伴い、先端技術研究所は、開発推進センターに改称しております。
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（３）株式の状況

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）､日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）およびＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口）の所有
株式は、すべて各社が証券投資信託等の信託を受けている株式であります。

２．当社は、株式会社ＵＦＪ銀行の持株会社である株式会社ＵＦＪホールディングスの株式１０千株（議決権比率０．２１%）を保有しております。
３．株式会社りそな銀行は、平成１５年３月１日に株式会社大和銀行から商号変更いたしました。当社は､株式会社りそな銀行の持株会社である株式会社りそなホー
ルディングスの株式５，３６９千株（議決権比率０．０８％）を保有しております。

４．積水化学従業員持株会は、平成１５年４月１日をもって、積水化学グループ従業員持株会となっております。

旭　　化　　成　　株　　式　　会　　社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
第　一　生　命　保　険　相　互　会　社
積　　水　　ハ　　ウ　　ス　　株　　式　　会　　社
東　京　海　上　火　災　保　険　株　式　会　社
Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 勘 定 Ａ 口 ）
株 式 会 社 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
株 式 会 社 り そ な 銀 行
積 水 化 学 従 業 員 持 株 会

株　　　主　　　名

４２，７４４千株
３９，４９２
２７，５６７
２６，１８１
１７，５９２
１３，８２８
１２，８５１
１０，５７５
９，１６０
８，６７２

当社への出資状況
持　株　数

８．００％
７．３９
５．１６
４．９０
３．２９
２．５９
２．４０
１．９８
１．７１
１．６２

議決権比率

３，８４６千株
―
―
―

１５６，５１８
―
―
―
―
―

当社の当該株主への出資状況
持　株　数

０．２７％
―
―
―

２２．２３
―
―
―
―
―

議決権比率

①会社が発行する株式の総数 １，１８７，５４０，０００株
②発行済株式総数 ５３９，５０７，２８５株
③株主数 ４２，４８６名

（４）自己株式の取得、処分等および保有

①取得株式
当社取締役および幹部従業員ならびに当社関係会社の代表
取締役に対し譲渡するために、第８０回定時株主総会の決議
に基づく自己株式の取得

普通株式 ８２５，０００株
取得価額の総額 ３０９，３７５千円

単元未満株式の買取りによる取得
普通株式 ２６８，３３５株
取得価額の総額 ８５，９９１千円

②決算期における保有株式
普通株式 ２，１５０，１８１株

④大株主

◆所有者別分布状況

証券会社
７，２８７，３４１株（１．３%）

合計
５３９，５０７，２８５株

自己株式
２，１５０，１８１株（０．４%）

個人・その他
１１７，９０１，８１３株（２１．９%）

金融機関
２５６，５１４，７２６株（４７．５%）

外国法人等
５８，７０６，２３９株（１０．９%）

その他の法人
９６，９４６，９８５株（１８．０%）
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（注）従業員数には出向者（２，０８７名）を含んでおりません。

２，８５８名（４４１名減）

従業員数（前期末比増減）

３９．７歳

平均年令

１７．２年

平均勤続年数

（５）従業員の状況

（６）企業結合の状況

（注）１．セキスイハイム信越株式会社、セキスイハイム神奈川株式会社、セキスイハイム埼玉株式会社、セキスイハイム京滋株式会社、セキスイハイム阪奈株式会社
は、その事業規模、内容などを勘案して当期より重要な子会社として記載いたしました。

２．議決権比率欄の（ ）内の数字は、当社の子会社が所有する株式を含めた議決権比率であります。

百万円 ％

株式会社積水工機製作所 １，６１３ ５６．７９ プラスチック成型用金型および加工機械の製作、販売
（５７．５１）

徳 山 積 水 工 業 株 式 会 社 １，０００ ７０．００ 塩化ビニル樹脂の製造、販売
ヒ ノ マ ル 株 式 会 社 ６７２ ７９．９５ 肥料・農薬等の仕入、販売およびプラスチック食品容器の製造、販売
株 式 会 社 ヴ ァ ン テ ッ ク ６００ １００．００ パイプ、射出成型品、ＦＲＰプール等の製造、販売
積 水 成 型 工 業 株 式 会 社 ４５０ １００．００ 各種合成樹脂製品の製造､加工､販売
積 水 フ ィ ル ム 株 式 会 社 ３６５ １００．００ 合成樹脂製品の製造、加工、販売
積水ホームテクノ株式会社 ３６０ １００．００ 住宅用設備機器の組立、加工、販売
東京セキスイ工業株式会社 ３００ １００．００ ユニット住宅用部材の製作、販売
関西セキスイ工業株式会社 ３００ １００．００ ユニット住宅用部材の製作、販売
セキスイハイム信越株式会社 ３００ ５５．０２ 建築工事の請負および不動産の販売
名古屋セキスイハイム株式会社 ３００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
北海道セキスイハイム株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
東北セキスイハイム株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム東京株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム神奈川株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム千葉株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム埼玉株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム京滋株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム大阪株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
セキスイハイム阪奈株式会社 ２００ １００．００ 建築工事の請負および不動産の販売
積水プラントシステム株式会社 ２００ ７１．９９ プラントおよびパネルタンクの設計、施工

千米ドル

セキスイ・アメリカ・コーポレーション ８，４２１ １００．００ 各種合成樹脂製品の製造、販売ならびに輸出入

会　　社　　名 資　本　金 議決権比率 主　要　な　事　業　内　容

①重要な子会社の状況
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１．ヒノマル株式会社および積水プラントシステム株式会社の株式を追加取得し、当社の議決権比率は、それぞれ７９．９５％
および７１．９９％となりました。

２．平成１５年４月１日、中国地方の住宅販売体制を再編・強化するため、山口セキスイハイム株式会社、広島セキスイハイ
ム株式会社、岡山セキスイハイム株式会社、山陰セキスイハイム株式会社を統合し、セキスイハイム中国株式会社を設
立いたしました。

３．平成１５年４月１日、当社環境・ライフラインカンパニーの水環境関連事業の事業体質強化を目的として、積水プラント
システム株式会社、セキスイエンバイロメント株式会社を統合し、積水アクアシステム株式会社を設立し、浄化槽事業
とディスポーザー生ごみ処理システム事業を移管いたしました。

４．平成１５年４月８日、当社の経営資源を集中するため、当社が保有する株式会社積水工機製作所の株式の一部を株式会社
アークに譲渡し、当社の議決権比率は１９．５３％（当社の子会社が所有する株式を含めた議決権比率は１９．７７％）となりました。

③企業結合の成果

④その他重要な関連会社の状況

②企業結合の経過

（注）積水ハウス株式会社の議決権比率は、平成１５年１月３１日
現在の総議決権個数にもとづき算出しております。

売 上 高
経 常 利 益
当期純利益
総 資 産

第７８期
（平成１１年度）

区　　　分

９２０，０４０
５，９８３

△２７，１８２
８８７，６１５

第７９期
（平成１２年度）

９１３，６８２
３０９

△４８，６３４
９２８，８０３

第８０期
（平成１３年度）

８４５，４９６
△ ６，２９２
△５２，１０８
８００，２７２

第８１期（当期）
（平成１４年度）

７９９，７０９
１６，７９６
９，２９８

７５１，２４０

積水ハウス株式会社

積水化成品工業株式会社

積水樹脂株式会社

会　　社　　名

第一生命保険相互会社
日本生命保険相互会社
農 林 中 央 金 庫

借　　入　　先

１１，０００百万円

７，０００
５，５００

借入金残高

２６，１８１千株

７，０６１
４，４８２

借入先が有する当社の株式

持　株　数

４．９０％

１．３２
０．８４

議決権比率

百万円
１８６，５５４

１６，５３３

１２，３３４

資本金

％
２２．２３

２３．４８

２４．３８

議決権比率

建築工事の設計、施工、請
負ならびに不動産の販売

発泡スチレン成型材料お
よびスチレン発泡製品の
製造、販売

道路用資材、梱包用資材
および店舗用什器・シス
テムの製造、販売

主要な事業内容

当期末における連結対象子会社は１４２社、持分法適用会社は
９社であり、当期の連結決算の概要は次のとおりであります。

⑤技術提携の状況
主要な技術供与先は、米国のセキスイ・アメリカ・コーポレーション（発泡ポリエチレン）であります。

【連結決算の概要】 （単位：百万円）

（７）主要な借入先
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（８）取締役および監査役

地　　位 氏　　名 担当または主な職業
代表取締役社長 大久保尚武
専 務 取 締 役 真 鍋 豊 男 環境・ライフラインカンパニープレジデント

専 務 取 締 役 遠 藤 　 玄 高機能プラスチックスカンパニープレジデント

常 務 取 締 役 平 井 利 彦 社長特命事項担当

常 務 取 締 役 安 田 友 彦 住宅カンパニープレジデント

常 務 取 締 役 中 村 節 史 R&D・テクノロジーセンター所長およびコーポレートコミュニケーション部長

取　　締　　役 橋 良 治 経営管理部長

取　　締　　役 龍 村 　 豐 総務ＣＳ部長および東京本社長

取　　締　　役 中 野 豊 治 環境・ライフラインカンパニー管工機材担当

取　　締　　役 林 　 大 凱 環境・ライフラインカンパニー住宅資材担当

取　　締　　役 生 田 和 正 住宅カンパニー新規事業部長

取　　締　　役 伊 豆 　 次 経営戦略部長

取　　締　　役 宮 　 昭 彦 住宅カンパニー住環境事業部長

取　　締　　役 大 木 幹 夫 R&D・テクノロジーセンターNBOヘッド

取　　締　　役 舟 木 博 三 高機能プラスチックスカンパニーシニアバイスプレジデント兼購買部長

取　　締　　役 滝 谷 善 行 住宅カンパニープレジデント室長

取　　締　　役 東 郷 逸 郎 住宅カンパニー住宅事業部長

取　　締　　役 小 林 俊 安 環境・ライフラインカンパニー開発部長

取　　締　　役 吉 田 　 健 高機能プラスチックスカンパニーシニアバイスプレジデント

取　　締　　役 松 永 隆 善 高機能プラスチックスカンパニーシニアバイスプレジデント兼工業テープ事業部長

常 勤 監 査 役 三 品 和 彦
監　　査　　役 川 畑 昭 一
監　　査　　役 橘 　 克 也
監　　査　　役 上 田 耕 三 弁護士

（注）１．監査役のうち上田耕三氏は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役
であります。

２．平成１４年６月２７日開催の第８０回定時株主総会において、新たに東郷逸郎、小林俊安、吉田　健、松永隆善の各氏が取
締役に、また、橘　克也氏が監査役にそれぞれ選任され、就任いたしました｡

３．平成１４年６月２７日開催の第８０回定時株主総会終結の時をもって、取締役川植功三、那須龍昭、橘　克也の各氏および
監査役中島義治氏は、それぞれ退任いたしました。

４．平成１４年６月２７日、遠藤　玄氏が専務取締役に就任いたしました。
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（決算期後の異動）
１．平成１５年４月１日、安田友彦氏が専務取締役に就任いたしました。
２．平成１５年４月１日、龍村　豐、中野豊治の両氏が常務取締役に就任いたしました。
３．平成１５年４月１日、次のとおり取締役の担当または主な職業の異動を行いました。

地　位 氏　名 異動後の担当または主な職業
常務取締役 中村節史 環境経営推進部長およびコーポレートコミュニケーション部長、全社環境担当
常務取締役 龍村　豐 総務ＣＳ部長、全社ＣＳ担当、全社コンプライアンス担当
取　締　役 橋良治 経営管理部担当
取　締　役 林　大凱 環境・ライフラインカンパニープレジデント付
取　締　役 生田和正 セキスイハイム中国株式会社代表取締役社長兼セキスイファミエス中国株式会社代表取締役
取　締　役 宮　昭彦 住宅カンパニー西日本営業担当
取　締　役 大木幹夫 株式会社積水インテグレーテッドリサーチ代表取締役社長
取　締　役 小林俊安 環境・ライフラインカンパニー国際部および技術・ＣＳ部担当、開発部長
取　締　役 吉田　健 R&D・テクノロジーセンター所長

（９）ストックオプションとして発行した新株予約権の状況

①発行した新株予約権の数
９２５個（新株予約権１個につき１，０００株）
②新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式９２５，０００株

③新株予約権の発行価額
無償

④権利行使時の1株当たり払込金額
４５０円
⑤行使の条件
・新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は１，２００万円を超えることができない。
・新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社または当社関係会社の取締役もしくは従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、または定年により退職した場合、
その他正当な理由のある場合はこの限りでない。

・新株予約権の質入、その他一切の処分（譲渡を除く）は、認めない。
・その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め
るところによる。
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（注）本営業報告書中、億円単位、百万円単位、千円単位および千米ドル単位の金額ならびに千株単位の株数は、それぞれ単位
未満の端数を切り捨てて表示しております。

⑥消却の事由と条件
当社は、新株予約権者に次のいずれかの事由が生じた場合には、取締役会決議により、当該新株予約権者の有する新株予約
権を無償で消却することができる。
・死亡した場合。
・職務上の犯罪行為など、当社または当社関係会社に対する背信的行為があった場合｡
・当社の就業規則に定める懲戒解雇の処分を受けた場合。
・自己の都合により､当社または当社関係会社の取締役を退任もしくは会社を退職した場合。

⑦有利な条件の内容
当社の取締役および幹部従業員ならびに当社関係会社の代表取締役に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償で
発行した。

⑧割当を受けた者の氏名と割当を受けた新株予約権の数
当社取締役（新株予約権の数 １０個）
大久保尚武　　真鍋　豊男　　遠藤　　玄　　平井　利彦　　安田　友彦　　中村　節史　　　橋　良治　　龍村　　豐
中野　豊治　　林　　大凱　　生田　和正　　伊豆　　次　　宮　　昭彦　　大木　幹夫　　舟木　博三　　滝谷　善行
東郷　逸郎　　小林　俊安　　吉田　　健　　松永　隆善
当社関係会社９５社代表取締役（新株予約権の数 ５個）
小林　啓二　　熊本　嘉方　　和泉　英和　　木村　重人　　柴　　隼久　　橋島　正治　　薄羽　利行　　新井　謙二
斉田　善治　　田中　　仁　　鳥本　安彦　　神谷　雄志　　青山　　正　　熊谷　克典　　田中　　武　　奥田　順康
原田　義人　　奥林　宏之　　原野　俊夫　　南　　秀憲　　山本　義之　　松原　昇次　　永友　祥光　　渡部　憲治
進藤　啓介　　永岡　猛志　　佐藤　光史　　森　　邦芳　　中村　勇人　　川内　　護　　村上　和正　　高城　和憲
信田　繁男　　山本　明男　　井原　　隆　　矢野　年昭　　奥村　廉一　　町田　篤實　　伊藤　靖友　　渡壁　和豊
井上　　洋　　高田　恒吉　　高田　伸治　　平尾　利雄　　鈴木　泰昂　　大上　淳次　　小林松二郎　　澤井　新二
久保田育司　　粟津原一芳　　山下　　昇　　山下　正人　　林田　賢二　　炭谷　隆一　　本庄　正良　　國安　克紀
鈴木　裕之　　嫁兼　紘一　　堀川　英祐　　本林　　実　　桜沢　博行　　多胡　吉博　　金岡　　嗣　　林　誠一郎
木下　義孝　　大庭　正明　　渡辺　信雄　　三木　正道　　寺前　　勝　　村上　忠夫　　渡辺　満博　　佐藤　　充
小林　光行　　内田　　紘　　西谷　文男　　谷城　槙夫　　佐藤　正則　　北川　雅一　　東　　隆志　　吉田　邦章
辻　　道明　　萠抜　彰夫　　加藤　茂昭　　金子　昌平　　大内　保則　　絹村　　章　　足立　輝文　　早川　照雄
生島達之助　　相澤　昭夫　　名村　威司　　加藤　正明　　田中　正宏　　木村　重遠　　木村　　勲
当社従業員上位１０名（新株予約権の数 ５個）
高橋　　博　　　井　正志　　奥野　雅彦　　根岸　修史　　松原　　博　　豊橋　重男　　満生　英二　　　山　芳典
平　　　諭　　西村　正史
（注）割当を受けた従業員は５０名、その新株予約権の総数は２５０個です。
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（単位：百万円）

（ 資　産　の　部　） （５０８，０９０）

現　　金　　及　　び　　預　　金 ４，６０２
受　　　　取　　　　手　　　　形 ８，３０９
売　　　　　掛　　　　　金 ４５，３０２
未　　　　収　　　　入　　　　金 ２０，１１３
有　　　　価　　　　証　　　　券 １，６００
製　　　　　　　　　　　　　　品 １４，１８３
販　　売　　用　　土　　地 ２３０
原　　　　　材　　　　　料 ３，２６１
仕　　　　　掛　　　　　品 １，９３２
未　成　販　売　用　土　地 １３６
前　　　　　渡　　　　　金 １０
前　　　　払　　　　費　　　　用 １１７
繰　　延　　税　　金　　資　　産 ８，４９８
短　　　期　　　貸　　　付　　　金 １，５４９
そ　の　他　の　流　動　資　産 ８，８０１
貸　　　倒　　　引　　　当　　　金 △ １，１９３

固　　　　定　　　　資　　　　産 ３９０，６３３
有　　形　　固　　定　　資　　産 １１７，３２９
建　　　　　　　　　　　　　　物 ３３，０５１
構　　　　　築　　　　　物 ４，６０１
機　　　　械　　　　装　　　　置 ２６，１３４
車　　　両　　　運　　　搬　　　具 １０１
工　　具　　器　　具　　備　　品 ４，５１３
土　　　　　　　　　　　　　　地 ４０，９３３
建　　　設　　　仮　　　勘　　　定 ７，９９４

無　　形　　固　　定　　資　　産 ５，７９３
工　　　業　　　所　　　有　　　権 １８３
施　　設　　利　　用　　権 ２３９
ソ　　フ　　ト　　ウ　　ェ　　ア ４，０３８
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 １，３３２

投　　　　　　　資　　　　　　　等 ２６７，５０９
投　　資　　有　　価　　証　　券 １８３，９５３
子　　会　　社　　株　　式 ３９，８２７
長　　期　　貸　　付　　金 ８，０２３
長　　期　　前　　払　　費　　用 ７１８
繰　　延　　税　　金　　資　　産 ３２，５２７
敷　金　及　び　保　証　金 ３，５１２
そ　　の　　他　　の　　投　　資 ２，４０１
貸　　　倒　　　引　　　当　　　金 △ ３，４５５

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

流　　　　動　　　　資　　　　産 １１７，４５７

合　　　　　　　　　　　　　　計 ５０８，０９０

（ 負　債　の　部　） （２４１，０９９）

支　　　　払　　　　手　　　　形 ２，００７
買　　　　　掛　　　　　金 ５３，６０４
短　　　期　　　借　　　入　　　金 ３，５０６
コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー ２５，０００
未　　　　　払　　　　　金 ３，４９１
未　　払　　法　　人　　税　　等 １０４
未　　　　払　　　　費　　　　用 １５，９４４
前　　　　　受　　　　　金 ４４４
預　　　　　り　　　　　金 ５，３０３
賞　　与　　引　　当　　金 ２，６１６
完　成　工　事　補　償　引　当　金 ５００
そ　の　他　の　流　動　負　債 ２，５０３

固　　　　定　　　　負　　　　債 １２６，０７２
社　　　　　　　　　　　　　　債 ２５，０００
長　　期　　借　　入　　金 ５２，０３８
退　職　給　付　引　当　金 ４６，９２１
長　　期　　預　　り　　金 ２，１１２

流　　　　動　　　　負　　　　債 １１５，０２７

資　　　　　本　　　　　金 １００，００２

資　　本　　剰　　余　　金 １０９，２３４
資　　　本　　　準　　　備　　　金 １０９，２３４

利　　益　　剰　　余　　金 ５９，１０９
利　　益　　準　　備　　金 １０，３６３
特　別　償　却　積　立　金 ６２
圧　縮　特　別　勘　定　積　立　金 １９４
土　地　圧　縮　積　立　金 １，５６１
償　却　資　産　圧　縮　積　立　金 ２，６５９
別　　途　　積　　立　　金 ３９，４７１
当　期　未　処　分　利　益 ４，７９９
（ 当　　期　　利　　益　　） （３，８００）

株　式　等　評　価　差　額　金 △ ４７２
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ ４７２

自　　　己　　　株　　　式 △ ８８３

合　　　　　　　　　　　　　　計 ５０８，０９０

（ 資　本　の　部　） （２６６，９９１）

貸借対照表（平成１５年３月３１日現在）
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（注）１．子会社に対する短期金銭債権 ５４，４５７百万円

２．子会社に対する長期金銭債権 ５，００７百万円

３．子会社に対する短期金銭債務 ３５，３７９百万円

４．有形固定資産の減価償却累計額 ２０２，５９３百万円

５．有形固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳額 ３０６百万円

６．重要なリース資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として各種コンピュータがある。

７．重要な外貨建資産 売掛金 ４，８８２百万円

（２７，４６７千米ドル他）

短期貸付金 １，５４０百万円

（ １２，０００千ユーロ）

子会社株式 １３，７５２百万円

（３３，０２３千米ドル他）

８．保証債務残高 ５５，４４９百万円

（うち住宅ローン） （２３，８７９百万円）

９．受取手形裏書譲渡高 ３百万円

１０．退職給付引当金には、商法第２８７条ノ２に規定する引当金に該当する役員分６９１百万円が含まれている。

１１．商法第２８０条ノ１９に規定する新株予約権

発行すべき株式の種類　普通株式

発行すべき株式数　　 ９２５千株

発行価額　　　　　　 ４５０円

権利行使期間　　　　　平成１６年７月１日～平成１９年６月３０日

１２．１株当たりの当期利益　　　　　　　　　　　　　　７円０６銭



18

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

営　　業　　収　　益
売　　　　　　上　　　　　　高 ３７０，３７６

営　　業　　費　　用
売　　　上　　　原　　　価 ２７６，３８１
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８６，０３６ ３６２，４１７

営　　業　　利　　益 ７，９５８

営
業
損
益
の
部

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

特
別
損
益
の
部

営　業　外　収　益
受　取　利　息　及　び　配　当　金 ４，３０７
雑　　　　　　収　　　　　　入 ２，８２４ ７，１３１

営　業　外　費　用
支　　　払　　　利　　　息 ７１５
社　　　債　　　利　　　息 ６１９
雑　　　　　　支　　　　　　出 ３，４５９ ４，７９４

特　　別　　利　　益
厚生年金基金代行部分返上益 １１，９７２ １１，９７２

特　　別　　損　　失
構 　 造 　 改 　 善 　 費 　 用 ９，９７６
投　資　有　価　証　券　評　価　損 ２，６１１
貸　倒　引　当　金　繰　入　額 ５５９
固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 １，１０７ １４，２５５

営
業
外
損
益
の
部

（注）１．子会社に対する売上高 ２２０，００７百万円
２．子会社からの仕入高 ２１６，１６８百万円
３．子会社との営業取引以外の取引高 ５，６０９百万円

経　　常　　利　　益 １０，２９５

税　　引　　前　　当　　期　　利　　益 ８，０１２
法　人　税　、 住　民　税　及　び　事　業　税 ８０
法 　 人 　 税 　 等 　 調 　 整 　 額 ４，１３２
当　　　　　期　　　　　利　　　　　益 ３，８００
前　　　期　　　繰　　　越　　　利　　　益 ２，６１１
中　　　　間　　　　配　　　　当　　　　額 １，６１２
当　　期　　未　　処　　分　　利　　益 ４，７９９

損益計算書（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）
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利益処分案

（単位：円）

４，７９９，２２６，３５９
７，０００，０００
１９４，０００，０００
４９，０００，０００

５，０４９，２２６，３５９

１，６１２，０７１，３１２

３８，０００，０００

３，３９９，１５５，０４７

当 期 未 処 分 利 益
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額
圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 取 崩 額
償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

計

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。

利 益 配 当 金
（１株につき３円 ）

土 地 圧 縮 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

（注）平成１４年１２月５日に１，６１２，７２１，１２７円（１株につき３円）の中間配当を実施いたしました。

１．有価証券の評価の方法
満期保有目的の債券………移動平均法に基づく原価法
子会社及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの………移動平均法に基づく原価法
２．棚卸資産の評価の方法

製品…………………………総平均法に基づく原価法
販売用土地…………………個別法に基づく原価法
原材料………………………移動平均法に基づく原価法
仕掛品………………………移動平均法（一部個別法）に基づく原価法
未成販売用土地……………個別法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
建物（建物付属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産は定率法を
採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建　　物 ３～５０年
機械装置 ４～１７年

無形固定資産
定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における見込利用可能期間（５年）に基づいている｡

４．引当金の計上基準
貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上している。

賞与引当金……………従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の
支給に充てるため、期末直前支給額を基礎とした見
積額を計上している。

退職給付引当金………従業員退職金及び役員退職慰労金の支給に充てるた
め、従業員分については当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、また、役員分に
ついては内規に基づき計算された金額の全額を計上
している。

５．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

重要な会計方針
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会計監査人の監査報告書謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成１５年５月８日

積水化学工業株式会社
取締役会 御中

新 日 本 監 査 法 人
代表社員
関与社員 公認会計士　鳥　家　秀　夫　○印
代表社員
関与社員 公認会計士　小　西　忠　光　○印
関与社員　公認会計士　村 井 城 太 郎　○印

当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条の規定に基づき、積水化学工業株式会
社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第８１期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）について監査を
行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細
書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は
経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。
監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積
りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結
果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施
した子会社に対する監査手続を含んでいる。
監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。

（１）貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況を正しく示しているものと認める。
（２）営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況を正しく示しているものと認める。
（３）利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
（４）附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘すべき事項はない。
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　　査　　報　　告　　書

当監査役会は、平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第８１期営業年度の取締役の職務の執行に関して各監
査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役の監査の方法の概要
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会に出席するほか、取締役等から営業の

報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査すると共に、
必要に応じて子会社から営業の報告を求め、業務及び財産の状況を調査しました。また、会計監査人から報告及び説
明を受け、計算書類及び附属明細書につき検討を加えました。
取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的で

ない取引並びに自己株式の取得及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を
求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。
２．監査の結果
（１）会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（２）営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
（３）利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事項は認められません。
（４）附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認められません。
（５）取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務も含め、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。
なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会社又は株主との
通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等についても取締役の義務違反は認められません。

平成１５年５月９日

積水化学工業株式会社　監査役会
常勤監査役　三　品　和　彦　○印
監　査　役　川　畑　昭　一　○印
監　査　役　橘　　　克　也　○印
監　査　役　上　田　耕　三　○印

（注）監査役上田耕三は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役であ
ります。

以　上
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連結財務諸表

連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成１３年度
（平成１４年３月３１日現在）

平成１４年度
（平成１５年３月３１日現在）

平成１３年度
（平成１４年３月３１日現在）

平成１４年度
（平成１５年３月３１日現在）■資産の部

現金及び預金 １９，３１１ ３０，９６９

受取手形 ５０，２５９ ６２，８７７

売掛金 ６８，１７８ ７０，１３０

有価証券 １，６００ ―

製品 ３０，９６２ ３２，７１９

販売用土地 ９，９８６ １２，０１５

その他の棚卸資産 ３５，１５７ ３６，８８１

前渡金 ３８５ ３５６

前払費用 ９１６ １，２１３

繰延税金資産 １０，８７４ ９，９９１

短期貸付金 ６，２８０ ７，４５３

その他 ２０，２９７ ２２，２１９

貸倒引当金 △ ２，０３１ △ １，４４５

流動資産合計 ２５２，１７９ ２８５，３８１

有形固定資産

建物及び構築物 ９１，８２４ ９４，６０５

機械装置及び運搬具 ６１，７９９ ６７，３６２

土地 ７４，１１１ ７２，６８６

建設仮勘定 １２，３７１ ９，６４４

その他 ８，１３９ ９，１５５

（有形固定資産合計） （２４８，２４６） （２５３，４５４）

無形固定資産

ソフトウェア ４，７６７ ５，２７２

その他 ３，０５２ ２，９７２

（無形固定資産合計） （７，８２０） （８，２４４）

投資その他の資産

投資有価証券 １８７，５９７ １９１，６１９

長期貸付金 ４，１２８ ２，３８２

長期前払費用 １，７０６ １，９１０

繰延税金資産 ３７，８５８ ４３，３１９

その他 １３，８１７ １５，５９０

貸倒引当金 △ ２，１１３ △ １，６３１

（投資その他の資産合計） （２４２，９９５） （２５３，１９１）

固定資産合計 ４９９，０６１ ５１４，８９０

流動資産

固定資産

資産合計 ７５１，２４０ ８００，２７２

■負債の部

■資本の部

支払手形 ３６，７７４ ４３，１３１

買掛金 ８５，２１３ ８５，５７６

短期借入金 ５７，０７２ ８６，０５５

コマーシャルペーパー ２５，０００ ４０，０００

１年以内に償還予定の社債 １０７ ５，１４３

１年以内に償還予定の転換社債 ― １６，４９９

未払法人税等 １，７１１ １，３２０

繰延税金負債 １１６ １８２

未払費用 ２５，８８８ ２８，７６２

賞与引当金 ９，０２０ １０，４７２

完成工事補償引当金 ８３６ ８９９

前受金 ２７，７４９ ２６，４９５

その他 １９，５０８ ２４，４２８

流動負債合計 ２８９，０００ ３６８，９６７

社債 ２５，３３５ ２５，３６９

長期借入金 ８６，２５７ ５３，０７３

繰延税金負債 ３，１０５ ３，３３２

退職給付引当金 ６１，５８０ ７０，１４６

連結調整勘定 ３０１ ４０７

その他 ４，５２７ ３，９４８

固定負債合計 １８１，１０７ １５６，２７６

少数株主持分 ６，６５６ ３，７４１

流動負債

固定負債

負債、少数株主持分及び資本合計 ７５１，２４０ ８００，２７２

資本合計 ２７４，４７５ ２７１，２８７

自己株式 △ ２，２８８ △ ４８７

為替換算調整勘定 △ １，４７８ △　１，３８５

その他有価証券評価差額金 △ ５０９ ３７８

土地再評価差額金 ３４３ ３３４

利益剰余金 ６９，１７２ ６３，２１０

資本剰余金 １０９，２３４ １０９，２３４

資本金 １００，００２ １００，００２

負債合計 ４７０，１０８ ５２５，２４４

（ご参考）
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連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１４年度

（ ）（ ）
平成１３年度

平成１３年４月１日から
平成１４年３月３１日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 １６，６０３ △ ６３，０７５
減価償却費 ２８，４３３ ４４，４１７
固定資産売却益 △ １，６４２ △ １，７４７
固定資産除却損 ３，１６１ ４，１３７
投資有価証券売却益 ― △ ２１９
投資有価証券評価損 ２，７５４ ９，０８６
関係会社株式売却益 ― △ １５３
退職給付引当金の増減額（減少：△） △ ８，８８３ △ ９，３９８
受取利息及び受取配当金 △ １，５５８ △ １，４０３
支払利息 ３，６１３ ３，４５９
持分法による投資損益（利益：△） △ ６，５８１ ２１，５６３
売上債権の増減額（増加：△） １３，９００ ３７，９６１
棚卸資産の増減額（増加：△） ７，５３８ １１，７０７
仕入債務の増減額（減少：△） △ １０，０９０ △ ３１，３２９
前受金の増減額（減少：△） ４５３ △ ５，４６９
役員賞与の支払額 △ ２０ △ ４６
その他 ２２０ １，３１２
小計 ４７，９０３ ２０，８０２
利息及び配当金の受取額 ４，６２４ ４，９６４
利息の支払額 △ ３，４９０ △ ３，３９９
法人税等の支払額 △ １，９６９ △ ３，３３０
営業活動によるキャッシュ・フロー ４７，０６７ １９，０３６

有形固定資産の取得による支出 △ ２１，２３１ △ ３８，８０５
有形固定資産の売却による収入 ２，７６７ １，０１９
投資有価証券の取得による支出 △ ８，６６１ △ １０，８１６
投資有価証券の売却または償還による収入 ５，８５１ １３，４５４
連結範囲の変動を伴う関係会社株式の売却による収入 ― ７９５
無形固定資産・長期前払費用の取得による支出 △ ２，８３８ △ ４，０７９
短期貸付金の純増減額（増加：△） １，５４０ ３，２８３
その他 １，４７４ ３，４７９
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２１，０９７ △ ３１，６６９

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（減少：△） △ ２２，０５１ １２，６７２
コマーシャルペーパーの純増減額（減少：△） △ １５，０００ ４０，０００
長期借入れによる収入 ３９，７８６ １８，４５６
長期借入金の返済による支出 △ １４，１３３ △ １５，１５５
社債の償還による支出 △ ２１，８９９ △ ５０，５３１
配当金の支払額 △ ３，２３９ △ ４，３１１
少数株主への配当金の支払額 △ ４８ △ ４２
その他 △ ４２４ △ ３３５
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３７，０１０ ７５２

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高 １８，５０２ ２８，９１１
連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ ４３ △ ５０
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ８７０ ６４１
現金及び現金同等物の期首残高 ２８，９１１ ３９，７６６
現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ １１，２３５ △ １１，４４６
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １９４ ４３３

連結損益計算書

売上高 ７９９，７０９ ８４５，４９６

売上原価 ５７３，８０７ ６２３，４７３

営業外収益 １３，９９６ ７，２０８

営業外費用 １１，２２５ １０，４０７　　　　　　

経常利益 １６，７９６ △６，２９２

特別利益 １４，０２６ １，９００

売上総利益 ２２５，９０２ ２２２，０２２

販売費及び一般管理費 ２１１，８７６ ２２５，１１６

営業利益 １４，０２５ △３，０９３

受取利息 ８１５ ９４１

受取配当金 ７４２ ４６２

連結調整勘定償却額 １８５ １３８

持分法による投資利益 ６，５８１ ―

雑収入 ５，６７１ ５，６６６

支払利息 ３，３３１ ３，１７６

コマーシャルペーパー割引料 ９ １３

売上割引 ２７３ ２６９

持分法による投資損失 ― ４８５

雑支出 ７，６１２ ６，４６２

厚生年金基金代行部分返上益 １２，３８４ ―

固定資産売却益 １，６４２ １，７４７

関係会社株式売却益 ― １５３

特別損失 １４，２２０ ５８，６８３

税金等調整前当期純利益 １６，６０３ △ ６３，０７５

法人税､住民税及び事業税 ２，２９７ ２，１５１

法人税等調整額 ４，９８１ △ １２，８１７

少数株主利益 ２５ △ ３０２

当期純利益 ９，２９８ △ ５２，１０８

構造改善費用 ７，６５０ ２４，３８１

投資有価証券評価損 ２，７５４ ９，０８６

貸倒引当金繰入額 ６５３ ―

持分法による投資損失 ― ２１，０７８

固定資産売却及び除却損 ３，１６１ ４，１３７

平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

平成１４年度

（ ）（ ）
平成１３年度

平成１３年４月１日から
平成１４年３月３１日まで

平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

（単位：百万円）
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株式事務のご案内

決　　算　　期：３月３１日
定時株主総会：６月
株主確定基準日：定時株主総会・利益配当金 ３月３１日

中間配当金 ９月３０日
その他必要ある場合は、あらかじめ公告して定めます。

公告掲載新聞：日本経済新聞
１単元の株式数：１，０００株
証 券 コ ー ド：４２０４

名義書換代理人：東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所：〒５４１‐８５０２
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
UFJ信託銀行株式会社大阪支店証券代行部
電話０６‐６２２９‐３０１１

同　取　次　所：UFJ信託銀行株式会社本店および全国各支店
野村證券株式会社本店および全国各支店

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度
（計画）

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度
（計画）

※外部顧客に対する
売上高にもとづき
算出しています

高機能プラスチックス
カンパニー
２０．８％

住宅カンパニー
５０．０％

環境・ライフライン
カンパニー
２１．８％

連結業績の概況

部門別売上高構成比 （平成１４年度）売上高の推移 （単位：億円）

当期純利益の推移 （単位：億円）

９，１３６
８，４５４

７，９９７ ８，０００

△４８６ △５２１

９２ １００

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度
（計画）

経常利益の推移 （単位：億円）

３ △６２

１６７

２２０

その他
７．４％





商品に関するお問い合わせはお客様相談室へ

（東京）電話：03-5521-0505
（大阪）電話：06-6365-4133

株券の名義書換、住所変更、配当金のお受け取りなどの

お手続きはUFJ信託銀行本店または支店の窓口で承ります。

【株式事務のお問い合わせは】

電話06-6229-3011
UFJ信託銀行大阪支店証券代行部

各種手続き用紙のご請求は、

下記の電話およびインターネットでも２４時間承っております。

電話（通話料無料）：0120-24-4479（本店証券代行部）

0120-68-4479（大阪支店証券代行部）

ホームページアドレス：http://www.ufjtrustbank.co.jp/

積水化学工業株式会社
創　立：昭和２２年３月３日
資本金：１００，００２，３７５，６５７円（２００３年３月３１日現在）
本　社：〒５３０‐８５６５

大阪市北区西天満二丁目４番４号
電話０６‐６３６５‐４１２２（代表）
ホームページhttp://www.sekisui.co.jp/


